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わ
が
国
の
社
会
の
急
速
な
「
商
齢
化
社
会
」
へ
の
移
行
に
伴
な
い
、
商
齢
考
の
臓
川
な
い
し
就
労
の
側
面
に
お
い
て
も
さ
ま
ざ
ま
の
「
高
齢
者
対
策
」
が
政
策
プ
ラ
ン
と
し
て
登
場
し
て
き
て
い
る
。
労
働
大
臣
の
委
嘱
を
受
け
て
高
齢
化
社
会
問
題
研
究
会
は
、
さ
き
頃
（昭和五七年一○月一口）、「高齢化社会の雇用と生活」と題する報告書の中で、高齢者と雇用および生活実態に則し、
政
策
課
題
と
し
て
、
六
五
歳
ま
で
の
雇
用
延
長
、
高
齢
者
の
能
力
の
維
持
、
活
用
、
高
齢
者
の
た
め
の
新
し
い
労
働
市
場
の
整
備
、
高
齢
者の生活の安定、「円滑な引退への対応」の五項目を挙げている。右の最後の項目については、「勤労」から引退した
は
じ
め
に
一、高齢者事業団制度の基本的発想
二
高
齢
者
事
業
団
制
度
の
成
立
と
展
開
三
高
齢
者
事
業
団
制
度
の
下
に
お
け
る
就
業
関
係
の
法
的
問
題
四
展
望
と
課
題
は
じ
め
に
「生きがい就労」事業としての
高
齢
者
事
業
団
制
度
に
つ
い
て
秋
川
成
就
「生きがい就労」事業としての高齢肴事業団制度について
一三四
高
齢
者
に
生
き
が
い
の
充
実
を
も
た
せ
る
た
め
、
在
職
中
、
一
つ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
と
し
て
生
き
が
い
の
場
で
あ
っ
た
企
業
を
離
れ
た
高
齢者に新たに地域コミュニティにおける「生きがい就業」の場を提供することの重要性が指摘されている。右報告書
には、特に生きがい就業のための具体的政策に言及していないが、ここでとりあげる高齢者事業団という構想は、ま
さに高齢退職労働者が潜在的に持っている「社会からの」疎外感キー「自らの意思による」労働を通じて克服させよう
と
す
る
点
に
お
い
て
今
後
の
高
齢
化
社
会
の
対
応
策
の
重
要
な
柱
に
な
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
高
齢
者
の
た
め
の
「
労
働
」
政
策
は
、
そ
の
高
齢
者
が
、
何
歳
で
あ
ろ
う
と
、
も
っ
ぱ
ら
経
済
的
理
山
に
よ
っ
て
賃
金
独
得
の
た
め
の
「凧川」労働を望んでいるかぎりは、「凧川の確保」政策を主体としなければならないことはいうまでもない。また、
雁
川
労
働
の
中
で
生
き
が
い
を
感
ず
る
労
働
者
が
少
な
く
な
く
、
と
り
わ
け
わ
が
国
で
は
そ
の
比
＊
が
商
い
こ
と
も
、
今
Ｈ
で
は
、
精
度
の商い実態調査によって裏づけられているところである。したがって、ある労伽考が、特定の企業の中で働き続け、
あ
る
い
は
、
そ
の
企
業
に
お
け
る
定
年
退
職
後
も
、
他
の
企
業
で
凧
川
を
得
て
労
働
し
て
い
る
か
ぎ
り
で
は
、
「
生
き
が
い
」
の
問
題
は
、
労働（肴〉心理の問題に過ぎず、特に社会的な（あるいは国家の）労働政策の対象とはなりえない。生きがいが社会的に
問
題
と
な
る
の
は
、
こ
れ
ま
で
扇
用
労
働
者
と
し
て
働
い
て
き
た
が
、
高
齢
の
故
に
（
定
年
等
で
）
鍛
終
的
に
雇
用
労
働
者
の
地
位
を
離
れ
、
新
た
に
雇
用
労
働
の
機
会
を
も
つ
こ
と
を
希
望
し
な
い
階
層
の
「
元
」
労
働
者
に
つ
い
て
で
あ
る
。
と
こ
ろ
で
、
労
働
者
が
定
年
退
職
後
さらに雇用労働（したがって賃金の獲得）の機会を求めないで済むためには、社会保障や自己蓄財その他生計の資を得
る手段があって最低限の生活保障を得ている必要があるが、このような経済的状況に達していない場合にも、健康そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
、
も
は
や
雇
用
労
働
を
希
望
し
な
い
階
層
は
少
く
な
い
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
ら
の
人
々
は
、
潜
在
的
に
な
お
「
労
働
能
力」を保持しているが、もはや雇用労働に復帰することなく「老人」として居宅にとどまっていると思われる。もち
ろ
ん
、
か
か
る
階
層
の
揃
齢
背
の
う
ら
に
は
、
も
は
や
、
い
か
な
る
意
味
で
の
「
労
働
」
に
も
就
く
意
思
ま
た
は
能
力
を
有
し
な
い
者
が
あ
る
。
ま
た
、
老
人
と
し
て
の
生
き
が
い
と
労
働
以
外
の
別
の
分
野
に
見
出
し
て
い
る
者
も
少
く
な
い
。
（
こ
の
意
味
の
生
き
が
い
の
対
応
策はもっぱら社会福祉・政策の問題である）。元労働者のうち、これらの者を除いて、潜在的な労働能力を自足的に活かし、
｜
日
、
あ
る
い
は
一
月
の
う
ち
の
あ
る
時
間
を
労
働
の
場
に
置
く
こ
と
に
よ
っ
て
、
か
つ
て
の
「
労
働
を
通
じ
て
の
生
き
が
い
」
の
復
活
を求めようとする人々が、ここにいう「生きがい就労」政策の対象となるものである。
、
、
生きがいのための就労が、それを求める一価齢者にとって必要だとしても、それは個々人が何らかのっでにより個人
的に解決すれば足りる問題であって、社会的な制度として政策的にとりあげることではないのではないかといった反
論がありうる。確かに、身体を動かすといった意味での労働の喜びや、それによる若干の追加的収入という点では、
内職や「アルバイト」といった方法があるし、今日では、その仲介機関としての私的な周旋事業も少くない。しかし、
こ
の
よ
う
な
形
態
の
就
業
の
多
く
は
、
家
内
労
働
法
の
適
川
を
受
け
る
家
内
労
働
や
職
安
法
に
難
く
労
働
者
供
給
鞭
業
に
よ
る
場
合
を
除
き、不明確な労働関係に陥入りがちであり、放置すれば、生きがい就業の美名の下にこのような就業を「悪用」する
企業の手助けになりかねない。生きがい就業を求める高齢者自体は、すでに以一前に就職していた企業を離れた時点で
組織化の力を失っており、自力ではとうていその居住地城における高齢者自体の級織をもつことができないのが実情
こうして、もはや雇用労働に復することを求めないが、自らのため、あるいは社会のために何らかの就業によって
生きがいを求めようとする階層の高齢者を、｜の新たな社会階層として組織づけ、これをそれに房わしい仕事の需給
機
関
と
し
て
公
的
に
認
め
よ
う
と
す
る
地
力
自
胎
体
の
制
度
が
高
齢
者
事
業
団
で
あ
る
。
「
生
き
が
い
就
労
」
那
業
と
し
て
の
高
齢
者
事
業
団
制
度
に
つ
い
て
一三五
である。
「生きがい就労」螂業としての商齢考小業剛制度について
一一一一一ハ
（１）
こ
の
制
度
に
先
鞭
を
つ
け
、
実
現
に
移
し
た
の
は
來
一
爪
都
で
あ
っ
た
。
多
く
の
点
で
困
難
を
克
服
し
て
、
昭
和
五
○
年
に
若
干
の
区
巾
において試行的に発足してみると反響は意外に大きく、数年にして都全域の区市に設立されるに至った。この事実は、
すでに相当な進行をみせてきた社会の高齢化に対応して、このような高齢者階層の潜在的需要がいかに高く、その公
的
制
度
化
が
脚
あ
る
い
は
地
方
向
胎
体
の
労
働
福
祉
政
策
の
一
つ
と
し
て
晩
望
さ
れ
て
い
た
こ
と
を
実
証
し
た
と
い
え
る
。
そ
し
て
、
こ
の趨勢は、術齢者の凧川市場の附抓や老人禰祉那業の拙巡に手づまりを感じていた多くの地力向桁体に、放流ないし
行
政
上
、
怜
好
の
「
Ⅱ玉」政簸を提供し、来京都に倣うところが統川した。そして、昭和五四年になると、労働櫛は、
商
齢
化
社
会
へ
の
対
広
策
の
一
つ
と
し
て
「
満
年
齢
者
労
働
能
力
活
川
鞭
業
」
と
い
う
形
で
都
の
商
船
者
事
業
団
の
構
想
を
国
の
レ
ベ
ル
に
採
り
入
れ
、
「
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
」
と
し
て
暫
定
的
と
は
い
え
、
補
助
金
交
付
の
対
象
と
す
る
に
至
っ
た
。
今
Ⅱ
の
時
点
で
は
、
ま
だ
、
国
が
ど
の
程
度
に
こ
の
制
度
を
高
齢
者
政
策
の
一
つ
の
柱
と
し
て
推
進
し
よ
う
と
す
る
の
か
、
ま
た
そ
の
政
策
目
的
が
奈
辺
に
あ
、
、
る
の
か
に
つ
い
て
予
測
が
困
難
で
あ
る
。
国
が
舐
極
的
に
声
）
の
制
度
を
進
め
、
普
及
さ
せ
る
た
め
に
は
、
呪
在
の
よ
う
な
場
当
り
的
な
暫
定
行
政
で
な
く
、
鵬
木
と
な
る
立
法
を
制
定
す
る
な
ど
恒
久
的
拙
胱
を
と
る
こ
と
が
必
要
で
あ
ろ
う
。
（２）
本納は、商齢化社会における一Ｍ齢背対簸の一つではあるが、恐らく現在では甜外風に例をみないと思われるユニー
ク
な
生
き
甲
斐
就
労
の
公
的
助
成
政
簸
と
し
て
の
高
齢
打
事
業
団
制
度
を
と
り
あ
げ
、
そ
の
成
立
の
い
き
さ
つ
と
そ
の
後
の
皿
朋
過
狸
、
事業団がその実施の過程で当面した法律上の問題点を検討したうえ、今後、この制度が高齢化社会における政策の一
つの柱として社会の支持を受けるべきものとすれば、どのような課題を含んでいるかを展望してみる。
（１）來戒都商齢考事業凪設立のいきさつ、経過については、その行政実務而での獅爽上の椎巡者であった小川昭作氏の「簡齢
粁那業剛」（砿文社一九八○年刊）に詳しい。
「
高
齢
者
事
業
団
制
度
の
雑
木
的
発
想
（２）
高齢者事業研制度は、「一Ｍ齢者事業団」と呼ばれる一価齢者自らが組織する川休を通じて就業の場を作り、そこで災
、
、
、
団として労働する声」とにより社会に寄りし、併わせて自らの生き叩斐を充足させようとする自主的就業制度である。
こ
の
よ
う
な
制
度
は
、
個
々
の
商
齢
考
の
全
く
の
自
主
的
述
励
に
の
み
任
せ
る
の
で
あ
れ
ば
、
ほ
と
ん
ど
実
現
は
お
ぼ
つ
か
な
い
で
あ
る
（２）
》ソ。対象となる商齢者は、すでに企業を退職し、その後は、紐織化の拙鯉をほとんど有しない一市民に過ぎないから
である。このように組織の拠りどころもなく、年齢、学歴、職歴、職能、体力から好みまで千差万別、赫齢者を、「生
き甲斐のため」に例らくという共通Ⅱ的ないし意識だけで組織化し、継続的に仕事を開拓し、その他、さまざまな活
動
を
続
け
て
い
く
た
め
に
は
、
地
力
日
桁
体
の
よ
う
な
公
的
機
関
の
秋
極
的
な
支
持
が
な
け
れ
ば
と
う
て
い
難
し
い
で
あ
ろ
う
。
と
い
っ
て
、
地
力
日
輪
体
が
主
体
と
な
っ
て
、
公
的
制
度
と
し
て
商
齢
粁
に
仕
事
や
就
業
の
場
を
提
供
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
そ
れ
は
公
的
凧
川
対
策事業と区別がつかず、また、かっての「矢対労勘考」のイメージを好まない広い階府の揃齢者の支持を受けること
も
な
い
で
あ
ろ
う
。
今
や
、
こ
れ
ら
の
人
々
が
求
め
て
い
る
の
は
、
役
所
の
生
活
保
護
的
「
授
産
事
業
」
で
は
な
い
。
生
き
が
い
、
あ
る
い
は
社
会
と
の
「
接
触
」
を
求
め
て
働
こ
う
と
す
る
人
々
に
と
っ
て
は
、
自
ら
の
手
で
そ
の
よ
う
な
月
的
に
房
わ
し
い
仕
事
を
開
拓
す
る
「生きがい就労」事業としての満齢者珈楽団制度について
一三七
（２）西欧社会では、引退した老人が社会奉仕のために（錘撚巴労働をするという考えかたが伝統的であり、また、そこで老人
℃
Ｕ
、
Ｄ
ｂ
▽
が労働する》）とに生き甲斐を感ずるという気持ちもないわけではないであろうが、生き甲斐の就労を打依労働に結びつけ、
商齢村の自主組織と公的支援による迎川をはかろうとする高齢者卒業川のような榊旭は恐らく未知のものであろう。
少なからぬ貢献をされた。
な
お
、
故
吉
川
秀
夫
教
授
は
、
東
京
郁
禰
齢
者
事
業
振
興
財
川
の
設
立
当
初
か
ら
理
那
の
一
人
と
し
て
参
加
さ
れ
、
辮
業
団
の
発
展
の
た
め
に
商齢宥事業団は、商齢新たる会員の向主的組織であるが、右に述ぺたように、不特定の会貝がこのような両度のⅡ
的
を
も
っ
た
組
織
を
任
意
に
作
る
こ
と
は
難
し
い
か
ら
、
地
力
ｎ
泊
体
が
一
定
の
雑
淋
に
よ
り
一
定
の
届
化
地
域
を
単
位
に
し
て
設
立
し
、
こ
れ
に
希
望
す
る
商
齢
考
が
会
員
と
し
て
加
入
す
る
と
い
う
力
法
が
と
ら
れ
る
。
都
の
場
合
は
、
区
お
よ
び
巾
を
最
小
耶
位
と
し
た
行
政
単位組織である。国のシルバー人材センターも巾を単位としている。
高齢者事業団の基本理念が、すでに「屈川」生活を自らの意思で最終的に離れた高齢肴階層の人々の、内心的には
、
、
、
・
自己の生き甲斐のための、外部的には、（地域）社会への参加・寄与のための就業であるとすれば、》てこでなされる仕
事も自らその目的に房わしいものでなければならない。東京都高齢者事業団の場合は、「高齢者の多様な就業ニーズ」
に答えるということで、当初からかなり幅の広い就業形態を採り入れ、発注先の企業へ会員を派遣する形での就労を
認めた。この就業形態は、後に述べるように、実態的に「雇用」とまぎらわしくなる点で問題を含むが、事業団の就
、
、
、
業はぼんらい「雇川になじまない」との前提に立ち、就業会員と発注企業との間に個別的労働関係が生じないよう、
と同様、岫
動である。
「生きがい就労」事業としての高齢者事業団制度について
一三八
のが理想であり、自分たちの「組織」によってそれが実現できるのであれば公的機関の「介入」は特に必要ではない。
高齢者事業団という構想が最初に当面したのは、それを実現させるについての、右の二つの要請の間の矛盾であっ
たと思われる。現実には、地方自治体がイニシャディブをとらなければ、高齢者の組織化も、就業手続を進めること
も困難であり、結局、高齢者事業団は、地方自治体が「補助事業者」としての立場から、事業団の会員の自主組織に
よる協同就業制度を助成する地方自治体の高齢者対策として成立したのである。高齢者事業団行政は、老人編社事業
と
同
様
、
地
方
自
治
体
の
行
政
措
置
の
一
つ
で
あ
る
が
、
高
齢
者
事
業
団
そ
の
も
の
は
、
協
同
組
合
な
ど
と
同
様
、
会
員
の
自
主
組
織
連
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枕たつりUｉ１う
業のた、く体
側でこ仕が Ｉｌｉｌ
係あと型|「、と
をるでのそと
◎
（１）「高齢者事業団」という余称は、いわゆる「矢対事業」としての「高齢者のための就労事業」と制度的に区別するため
（そのいきさつは小山前掲書二九頁以下参照）、都高齢者事業団発足に際してつけられたものであるが、この名称から実態
を想像することは難しい。都の各区市の事業団の活動によって社会的知名度はかなり高まったが、その後、地方自治体で類
似の組織のみならず、別の組織もこの呼称を川いたため、その「特許性」が失われ、側の制度の発足時にその適川を受ける
鞭梁川は「シルバー人材センター」の砧称を付けるようになった。何行の小業川でも、脚の制度によらず地力自淌体独自の
制度をとるところでは、「○○巾生きがい柧祉那業Ｍ」といった糸称を川いているものがある。
（２）耶業川の榊想において糊齢新の年齢附刷をどこに低くかは、当初からの大きな問題であった。妓低年齢をほぼ六○歳に慨
くことにさして異論はないが、及商限度の力は個人川の就業能力差が大きい。この制度が公的性格を持つだけに、その対象
とすべき年齢は、国の定年制対策、満年者凧川確保対箙、社会係隙給付開飴年齢などの柵題と微妙にかかわり合うことにな
る。都耐齢者本業側では「おおむね六○歳以上で働く能力と働く意欲のある術齢者」と定めたが、実態上は、昭和五六年の
時点での会風の八○％以上が六五歳以上である。藤沢巾の鞭梁川では八二歳を錐頭に平均年齢六九歳であるが、心身陣撫粁
「
生
き
が
い
就
労
」
那
業
と
し
て
の
商
齢
稀
小
乗
川
制
庇
に
つ
い
て
一三九
右に述べた構想による、つまり、高齢者の事業団制度を初めて公的に創設したのは東京都である。東京都は、昭和
四九年東京都高齢者事業団設立準倣会（会長大河内一男）の提出した「報告と提言」にもとづき、「東京都高齢者事業
団
」
を
設
立
し
、
翌
年
二
月
、
モ
デ
ル
地
区
高
齢
者
事
業
団
と
し
て
江
戸
川
区
高
齢
者
事
業
団
を
発
足
さ
せ
、
続
い
て
昭
島
地
区
に
も
設
世
を
み
た
。
同
年
一
○
Ⅱ
二
五
日
、
「
東
京
都
商
船
者
事
業
団
」
は
改
組
さ
れ
、
都
の
出
扣
の
下
に
「
財
団
法
人
東
京
都
澗
齢
者
本
業
振
興財川」となった。この組織的銚雛が硫立したことで、都は、五一年一一月、「七六都行財政三ヵ年計画」の中に「老
人
就
労
施
簸
」
の
一
つ
と
し
て
、
正
式
に
「
商
齢
考
事
業
団
の
設
立
、
育
成
」
の
た
め
の
施
簸
を
取
り
上
げ
、
同
年
八
王
子
ほ
か
菰
地
区
の
事
業
団
が
設
立
さ
れ
た
。
そ
し
て
都
の
勧
奨
の
下
に
こ
の
頃
か
ら
都
各
区
市
に
お
い
て
も
老
人
対
策
蜥
業
と
し
て
の
事
業
団
設
悩
の
気
遮
が
高
ま
り
、
五
二
年
度
、
一
一
地
区
、
五
三
年
一
二
地
区
、
五
四
年
一
二
地
区
、
五
五
年
四
地
区
、
五
六
年
二
町
と
い
う
よ
う
に
、
短
期
間
に
急
速
な
進
股
を
見
、
五
七
年
三
月
末
現
在
、
特
別
区
一
二
、
市
部
一
一
六
、
町
部
二
、
合
計
四
九
地
区
に
事
業
団
が
設
置
さ
れ
、
ほ
ぼ、全都域に普及を見るに至り、会員数も二八、○五一一一人に達している。都は、事業実施主体である各地区高齢者事
業団に対し、その指導・援助機関としての都高齢者事業振興財団を通じて財政的援助をした。
昭和五○年代には、各地方自治体においても高齢者（老人）対策が自治体行政の大きな政策課題として登場し、何ら
か
の
具
体
策
を
模
策
し
て
い
た
が
、
東
京
都
に
お
け
る
高
齢
者
事
業
団
制
度
の
急
速
な
普
及
と
成
果
が
大
き
な
注
目
を
引
き
、
諸
都
市
に
おいて都方式による事業団が設置されるようになった。他方、名称は同じであるが、緊急失対法に基づく「高齢失業
「生きがい就労」事業としての高齢者事業団制度について
と
家
庭
婦
人
を
年
齢
に
か
か
わ
ら
ず
含
め
て
い
る
。
二
、
高
齢
者
事
業
団
制
度
の
成
立
と
展
開
一四○
背就労事業」の系諦を引く。赫齢者事業団」制度を孫川したところもあった。
・
東
京
都
方
式
の
高
齢
背
蛎
業
川
の
急
速
な
普
及
を
見
て
、
か
ね
て
、
商
齢
化
社
会
へ
の
急
激
な
移
行
過
樫
に
対
応
し
て
、
労
働
政
策
の
兇
臓
し
を
検
討
し
て
い
た
労
働
省
は
、
商
齢
背
対
簸
の
一
つ
と
し
て
、
昭
和
近
江
年
の
予
算
編
成
に
当
り
満
齢
宥
労
働
能
力
活
川
鞭
業
の
牌
想
之
述
て
、
実
施
に
移
し
た
。
こ
れ
は
、
川
が
、
商
齢
考
那
業
Ｍ
方
式
に
よ
る
両
齢
考
の
生
き
が
い
の
た
め
の
就
労
と
い
う
制
度
を
初
め
て
公
式
に
認
め
、
こ
れ
を
同
の
統
一
的
薙
準
に
よ
る
制
度
と
し
て
菰
極
的
に
助
成
す
る
方
針
を
樹
立
し
た
こ
と
を
意
味
す
る
。
具
体
的
に
は
、
全
国
主
要
都
市
（
概
ね
人川二○万人以上の巾、特別区または県庁所在巾）に一定の要件（シルバー人材センター設立準則による）を具えた公益法人
と
し
て
の
「
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
」
を
設
慨
し
、
こ
れ
に
対
し
て
一
定
微
の
財
政
的
援
助
（
昭
和
五
五
年
度
約
六
億
円
）
を
行
な
う
も
の
で
あ
っ
た
ｏ
ｎ
下
の
と
こ
ろ
、
こ
の
措
置
は
五
年
の
期
限
付
と
さ
れ
て
お
り
、
国
の
恒
久
的
高
齢
者
政
策
と
な
る
か
ど
う
か
定
か
で
は
な
い
が
、
昭
和
五
七
年
度
に
お
い
て
援
助
を
受
け
た
セ
ン
タ
ー
は
二
○
○
団
体
で
あ
り
、
翌
五
八
年
度
に
は
、
予
算
上
、
二
一
○
団
体
に
拡充することが認められた。
シルバー人材センターの制度によって、東京都の構想、利設にかかる高齢者の生きがいのための自助的就労という
新しい理念が、国または社会的次元において認められるに誘ったのであるが、やや問題となると思われる点は、国の
榊想が、労働省通達（昭和五五・四・二六）「商年齢打労働能力活川事業の実施について」にも見られるように、「商齢
者の『労伽能力』の活川」にあるとされていることである。囮の「労働」政簸の次元からみた場合にはその点が虹祝
さ
れ
ざ
る
を
得
な
い
耐
が
あ
る
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
の
で
あ
る
が
、
澗
齢
者
琳
業
川
制
度
の
眼
Ⅱ
は
、
あ
く
ま
で
、
生
き
が
い
と
し
て
社会のために．肌脱ごう」という高齢者の自主的就労を助成しようというところにあるのであって、「余剰」ない
「生きがい就労」珈業としての商船打事業団制度について
一四一
「生きがい就労」本業としての商齢者珈業川制度について
一四二
し潜在労働力を「動貝」しようというものではない。すでに労働生活を引退した商船瀞を再び労働力として「沿川」
するということになれば、現役労働者の労働市場を狭める結果になるし、一部に懸念されているように、「安価」な
「
事
業
団
労
働
」
に
よ
る
労
働
市
場
賃
金
の
引
下
げ
の
誘
因
と
な
り
か
ね
な
い
こ
と
に
戒
心
す
べ
き
で
あ
る
。
そ
れ
は
と
も
か
く
、
図
が
こ
の
新
政
箙
を
打
ち
川
し
た
の
に
対
し
て
、
来
京
都
は
、
新
た
な
対
応
を
迫
ら
れ
た
。
都
と
し
て
は
、
過
去
五年側にわたり築き上げてきた独向の商齢者事業団構想と国の想定するシルバーセンター方式との川に若干の懸隔が
あ
る
こ
と
、
国
の
統
一
的
施
簸
と
巡
川
如
何
に
よ
っ
て
は
都
が
述
前
と
し
て
き
た
嚇
業
川
の
、
主
的
迦
悩
の
原
則
が
曲
げ
ら
れ
る
お
そ
れ
の
あ
る
こ
と
、
移
行
後
の
川
の
財
政
的
援
助
の
期
Ⅲ
が
限
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
へ
の
不
安
な
ど
か
ら
机
当
に
苦
脳
し
た
よ
う
で
あ
る
が
、
国
と
の
間
に
協
議
、
調
整
を
重
ね
た
結
果
、
大
筋
に
お
い
て
共
通
の
理
念
に
立
つ
も
の
と
し
て
、
各
地
区
事
業
団
の
了
承
を
得
て
、
国
の
新
方
式
を
受
け
入
れ
、
移
行
す
る
方
針
を
決
定
、
昭
和
五
五
年
一
二
月
一
Ⅱ
を
も
っ
て
既
設
の
四
五
地
区
高
齢
者
事
業
団
は
す
ぺ
て
「
社
団
法
人
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
」
と
し
て
Ｗ
発
足
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
ま
た
、
金
剛
の
而
齢
者
珈
業
川
の
述
絡
機
関
と
し
て
「
全
国
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
協
議
会
」
が
社
団
法
人
と
し
て
設
侭
さ
れ
た
。
川
来
の
都
商
齢
打
那
業
団
の
琳
業
と
移
行
後
の
側
の
労
働
能
力
添
川
酬
業
と
の
側
に
は
、
Ⅱ
下
の
と
こ
ろ
、
迎
川
町
に
お
け
る
実
態
上
の
大
き
な
差
異
は
見
ら
れ
な
い
が
、
移
行
に
よ
っ
て
制
度
上
、
大
き
く
変
っ
た
点
が
三
つ
あ
る
。
その一は、事業主体である事業団が人材センターに移行したことによって、法的には、従来の「権利能力なき社団」
か
ら
公
益
法
人
（
社
団
法
人
）
へ
と
性
格
を
変
え
た
こ
と
で
あ
る
。
都
高
齢
者
事
業
団
が
団
体
と
し
て
の
法
的
地
位
を
「
権
利
能
力
な
き
社
団
」
た
る
に
と
ど
め
、
社
団
法
人
化
の
途
を
選
ば
な
か
っ
た
の
は
、
当
時
と
し
て
は
法
人
格
取
得
が
州
当
難
し
い
で
あ
ろ
う
と
の
判
断
に
挫
い
た
が
、
む
し
ろ
、
公
益
法
人
に
な
る
こ
と
に
よ
っ
て
硬
面
的
な
法
的
規
制
を
受
け
る
こ
と
に
対
す
る
マ
イ
ナ
ス
効
果
の
力
が
大
き
（１）
いと考えたからである。これに対し、シルバー人材センターは、職業安定局長通逮（昭五五年四几二六Ⅱ職発飾二一七
号
別
添
１
）
に
定
め
る
「
設
立
準
則
」
に
拠
り
、
当
初
か
ら
社
団
法
人
と
し
て
設
置
さ
れ
る
。
そ
の
二
は
、
都
高
齢
者
事
業
団
の
就
労
に
つ
い
て
は
一
律
に
適
川
を
認
め
ら
れ
て
き
た
労
働
者
災
害
補
償
法
に
よ
る
労
災
保
険
が
、
シ
ルバー人材センターでは全面的に排除されたことである。これは移行に伴う最も大きな変化である。
労災保険の適川が認められてきたのは、全国の高齢者事業団の山‐でも都関係だけであり、また、都高齢者事業団へ
の
適
川
に
つ
い
て
も
川
碓
な
椰
樋
が
あ
る
わ
け
で
は
な
く
、
む
し
ろ
政
簸
的
に
細
め
ら
れ
た
も
の
の
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
も
と
も
と
、
労
災保険は、凧川関係の存在を前提としており、その点、「凧川になじまない」事業剛の就労関係について小業団を「労
働瀞を使川する事業」（労賃朧陳法節三参と認めることには無理があった。しかし、事業団の会員にとっては、就業
上
の
「
労
災
」
鞭
故
に
つ
き
労
災
保
険
の
適
川
を
受
け
ら
れ
る
こ
と
は
大
き
な
桶
卉
で
あ
り
、
都
琳
業
団
が
発
足
後
、
急
速
に
苑
皿
し
た
理
由
の
一
つ
も
そ
こ
に
あ
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
国
の
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
カ
式
で
は
適
用
を
認
め
な
い
た
め
、
東
京
都
の
場
合
、
新
力式への移行に伴ないこの特典を失うことになった。そこで、都のシルバー人材センターは、新たに民間の「シルバ
ー人材センター団体保険」制度を彼世、保険料は会只数に応じてセンターが負担することによって岐低限の雌弧とは
そ
の
三
は
、
酬
業
の
援
助
指
導
に
当
た
る
行
政
所
輔
主
体
が
都
か
ら
区
巾
へ
中
心
を
移
し
た
こ
と
で
あ
る
。
都
高
齢
者
事
業
団
時
代
に
は、事業団に要する澱川の一部は都我で賄われ、区市事業団をもつ区巾は任意補助新となっていたが、シルバー人材
センター移行により、一つのシルバー人材センターに対する国の補助金（五六年度七五○万円）と同額の費用を区市が
補
助
卒
業
者
と
し
て
負
担
、
し
た
が
っ
て
援
助
指
導
も
当
該
区
市
長
の
所
符
と
な
り
、
都
は
任
意
補
助
者
の
地
位
に
と
ど
ま
る
こ
と
と
な
「生きがい就労」本業としての商齢諦小楽団制度について
一四三
かる》」ととした。
東京都高齢者事業団は、約五年にわたる運営を通じて会員に対し次表に示すような各種の就業を提供している。公
（１）
共事業では「梼理監視」、民間事業では「単純作業」の比率が高い。実態調査では、〈齊貝の仕那の成果や仕事ぶりに
つ
い
て
発
注
券
か
ら
の
苦
怜
は
あ
ま
り
な
く
、
ま
た
仕
事
に
つ
い
て
の
会
瓜
の
受
け
と
め
か
た
も
、
一
応
、
満
足
し
て
い
る
と
み
る
こ
と
（２）
（３）
ができる。これまで一件の死亡事故を含め何件かの仕事巾の漸故が発生しているが、その件数は、会員の年齢から予
測される事故率を遥か下廻っている。ただ、シルバー人材センター移行後、労災保険法の適用が外され、事業団ｕ加
入する傷害保険、損害賠償保険による保障額が十分でないところに問題を含んでいる。
こ
の
よ
う
に
、
制
度
の
実
際
上
の
運
用
か
ら
生
ず
る
法
律
上
の
紛
争
事
件
は
こ
れ
ま
で
の
と
こ
ろ
特
に
発
生
し
て
い
な
い
が
、
こ
の
よ
う
な
制
度
の
下
に
お
け
る
労
働
関
係
が
公
的
に
進
め
ら
れ
た
の
は
初
め
て
の
こ
と
で
あ
る
う
え
、
仕
事
の
内
容
も
各
地
区
事
業
研
が
試
行
錯誤的に開拓を進めたこともあって、企業派遣型のものから内職加工的なものまで極々様々のものに及び、したがっ
て、法律上問題となりうるものも含まれている。
会
員
の
就
業
関
係
の
基
本
的
な
し
組
は
、
当
初
か
ら
「
雇
用
に
な
じ
ま
な
い
も
の
」
と
さ
れ
て
い
た
か
ら
、
会
員
は
、
仕
事
の
発
注
者
ったｃ（１）その反面、「高齢者事業団」時代には、各事業団において事業団財産としての所有関係の不明確さや、「臓利能力なき祉
川」という説明が会只に何か「述法」‐団体であるかのような印象を聯えるという訴えがあって、法人化を求める声も少なく
なかった。
三
高
齢
者
事
業
団
制
度
の
下
に
お
け
る
就
業
関
係
の
法
的
問
題
「
生
き
が
い
就
労
」
事
業
と
し
て
の
高
齢
者
事
業
団
制
度
に
つ
い
て
一四四
東京都における高齢者事業団の本業例
職 種（例示）職 群｜職班
教ｆｆｌＨ蝉班｜各種教育jH蝉，塾，通信教育の添削「生きがい就労」珈業としての茄齢者本業川制度について
執鯏ぼん択班１編染，技]11,外１１】;(ほん訳，速記，Ｗｉｌｌ付け
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その二つは、ある人と扣手力との間に労務の提供と報酬の支払との扣関関係がある場合にも、その労務の捉供が後
者
の
直
接
の
指
揮
監
督
を
受
け
ず
、
し
た
が
っ
て
報
酬
も
仕
事
の
結
果
に
対
し
て
支
払
わ
れ
る
関
係
に
あ
る
場
合
で
あ
る
。
民
法
は
、
こ
の関係を「請負」（六一一一二条以下）または「委任」（六四三条以下）として把え、一定の契約責任はあるがん労使関係、
つまり労働法上の「使用者」と「労働者」たることから生ずる特別の権利・義務は生じないものとされる。
ところで、耐齢春本業団制度の下における就業関係は右の点からみるとどうであろうか。これを手続的にみると、
通
附
、
次
の
よ
う
に
扱
わ
れ
て
い
る
。
ま
ず
、
就
業
会
瓜
の
所
川
す
る
事
業
剛
が
、
全
、
の
た
め
に
仕
那
の
発
注
先
（
注
文
）
を
川
拓
し
、
苑
沈
考
が
あ
れ
ば
、
所
定
槻
式
に
よ
り
兇
秋
を
立
て
さ
せ
、
配
分
金
を
含
め
て
兄
秋
金
額
お
よ
び
内
訳
、
履
行
期
限
、
凧
行
場
所
、
支
払
条件を定め、所定様式にしたがった契約謙を作成する。会員は右契約書のとりきめにしたがって居宅あるいは発油者
の
本
業
所
に
赴
き
就
業
し
、
仕
鞭
が
終
了
す
れ
ば
、
発
注
者
か
ら
事
業
団
に
一
括
し
て
配
分
金
が
支
払
わ
れ
、
小
業
団
を
経
川
し
て
会
員
に
配
分
さ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
就
業
会
貝
と
発
注
新
と
の
側
に
は
、
直
接
、
何
ら
の
契
約
締
結
行
為
は
な
く
、
す
ぺ
て
発
注
者
と
琳
業
「生きがい就労」珈業としての商齢者小業団制度について
一四七
ただし、災態的に労働側係が存在している当事者側にあっても、両者が祓接の凧川契約側係に立たないとされる場
合がある。その一つは、労働者を凧川している使用者がその労働者を別の事業主体の下に派遣して鋤らかせる場合で、
派逝された労働肴と派遣先事業との川に、極接、「雁川」関係がないとされる。この場合、派遺先事業は、使川者と
しての寅任を負わない。もっとも、派逝元の使川者と労仙考との関係が端Ⅱ的に過ぎないような場合には、その仙川
瀞は、職安法に述反する労務供給業打とみなされ、また、派避先企業が災質上の使川打として脈川関係を認められる
（６）
場へ口がある。
ぱない。
発集（ﾛ）作係014なのの合じ菰会が団
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教に辺|「た会てこで、そとがり１い
育一務う貝ものあそのい、らる指柄のえと、よるの企う１Ｍか。
導依処、企そう。労業点々でこ
に頼理そ業のかそ働体でのあの
たさ’このと後ョこ者制調就る就
：仏ｌＭＭＭＩｉてi艀鰹kii-洲酬Iiiii慨Ｍ斐闘樅Y3liiN
1）、る定川係｜Ｍ１利・使労委代て、
（'）外６’1ゲ契の係］l「１１}す（I：つ、］|ド
、交の’'１１約’１１￣業者るにて就業
（７Ｎ、、、関でが’１１－場ｊｌｌｉ－業団
右
の
う
ち
、
何
以
下
は
、
一
般
に
独
立
自
営
業
請
負
と
し
て
実
施
さ
れ
て
い
る
の
と
変
り
が
な
く
、
注
文
主
か
ら
の
独
立
性
と
い
う
点
で
法
的
に
特
に
問
題
は
な
い
が
、
㈹
の
う
ち
、
特
に
派
遣
先
の
企
業
に
お
い
て
時
間
制
に
よ
り
「
勤
務
」
す
る
形
の
就
労
は
、
企
業
の
拘
束
性
と
の
関
係
で
、
形
式
的
に
も
、
実
態
的
に
も
「
雇
用
」
と
区
別
を
つ
け
難
く
、
混
同
化
の
お
そ
れ
が
強
い
こ
と
は
か
ね
て
か
ら
指
摘
（７）
さ
れ
て
い
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
出
の
会
員
で
は
、
能
力
、
適
性
等
か
ら
こ
の
種
の
仕
事
が
希
望
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
で
あ
ろうから、これを事業団の仕事として認める場合にも、執務の時間管理制、一般の企業社員とのセット就業を避け、
職
制
に
よ
る
監
督
に
代
え
会
員
の
脚
己
梓
理
に
任
せ
る
な
ど
、
「
脈
川
」
労
働
と
の
間
に
一
線
を
面
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
と
こ
ろ
で
、
高
齢
新
事
業
団
の
会
員
の
企
業
に
お
け
る
就
労
が
、
当
該
企
業
の
指
抓
、
命
令
に
服
し
な
い
と
し
た
場
合
に
、
問
題
は
、
純粋に専門技術的ないし個性的仕事（例えば法品の補修など）を除き、時Ⅲ単位の継続的、組織的仕事（例えば一般事務、
守衛など）の場合、企業側の統轄、規律、作業時間の算定（配分金算定の基礎としての）、保安などの上で支障を生ずる
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
高
齢
者
事
業
団
の
就
労
上
、
最
も
難
し
い
問
題
で
あ
る
が
、
結
局
、
就
労
会
員
グ
ル
ー
プ
の
自
覚
的
向
律
と
就
業
に
先
立
つ
当
事
者
の
打
合
わ
せ
に
ま
つ
ほ
か
は
な
い
で
あ
ろ
う
。
企
業
に
お
け
る
一
般
従
業
員
と
セ
ッ
ト
に
せ
ざ
る
を
得
な
い
も
の
、
流
れ
作
業
の
一
部
門
を
分
担
す
る
も
の
、
対
人
的
に
不
断
の
指
示
を
要
す
る
も
の
な
ど
従
属
労
働
に
な
ら
ざ
る
を
え
な
い
よ
う
な
労
働
は
、
商
齢
者
螂
業
団
に
は
な
じ
ま
な
い
就
労
と
し
て
避
け
る
べ
き
で
あ
る
。
労
働
省
通
達
は
、
商
船
考
螂
梁
川
の
仕
事
を
「
地
域
社
会
の
（
ま
たは密着した）日常生活に関連した補助的、短期的なもの」と指示しているが、具体的には、右のような性格のもの
と理解される。
右
の
よ
う
に
会
員
の
就
業
が
会
員
自
ら
の
自
律
に
任
さ
れ
、
雇
用
労
働
に
お
け
る
従
業
員
の
契
約
上
の
就
労
義
務
に
よ
る
も
の
で
は
な
いところから、発注者に対する仕事上の担保責任は事業団が負担することになっており（労働省通達）、会員が就労上
「生きがい就労」躯業としての高齢者事業剛制度について
一四九
「生きがい就労」事業としての商齢者事業団制度について
一五○
第
三
者
に
与
え
た
損
害
に
つ
い
て
の
発
注
者
の
民
法
上
の
使
用
者
責
任
も
事
業
団
が
片
稗
り
す
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
危
険
負
担
措
置
が
な
け
れ
ば
、
仕
事
を
提
供
す
る
側
も
企
業
ベ
ー
ス
に
立
つ
仕
事
の
発
注
に
二
の
足
を
踏
む
で
あ
ろ
う
。
高
齢
者
事
業
団
の
よ
う
な
制
度
が
あ
る
程
度
の
公
的
助
成
に
支
え
ら
れ
る
こ
と
な
く
、
純
粋
に
高
齢
者
だ
け
の
意
思
と
努
力
に
よ
っ
て
運
営
さ
れ
る
と
期
待
す
る
の
は
、
こ
の
点
を
と
っ
た
だ
け
で
も
難
し
い
こ
と
が
分
る
。
以
上
、
要
す
る
に
、
筒
齢
者
事
業
団
の
就
労
が
「
凧
川
に
な
じ
ま
な
い
」
と
い
う
こ
と
の
意
味
は
、
法
理
論
的
に
は
、
そ
れ
が
「
従
属
的
労
働
」
関
係
を
形
成
し
て
は
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
そ
れ
は
、
凧
川
を
前
提
と
す
る
パ
ー
ト
・
タ
イ
マ
ー
や
臨
時
日
履
労
働
と
全
く
範
畷
を
異
に
す
る
。
高
齢
者
事
業
団
の
榊
想
を
、
無
職
の
高
齢
者
に
パ
ー
ト
タ
イ
ム
的
補
助
就
労
を
斡
旋
す
る
も
の
と
す
る
皮
相
な
理
解
が
あ
る
と
す
れ
ば
大
き
な
誤
り
で
あ
る
。
発
注
企
業
も
こ
の
点
を
充
分
に
認
識
し
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
、
、
ある事業団が、この制度に理解のない企業の求人に安易に応じて．ハート・タイマーとして送りこむような》」とがあれ
ば
、
間
齢
者
事
業
剛
制
度
は
崩
壊
の
途
を
歩
む
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
こ
の
制
度
に
よ
っ
て
事
業
団
の
会
員
の
就
労
を
受
け
い
れ
て
い
る
企
業
が
、
便
宜
さ
か
ら
、
あ
る
い
は
会
員
の
希
望
に
よ
っ
て
一
般
の
凧
川
従
業
員
と
同
一
の
就
業
体
制
の
下
で
安
易
に
会
貝
を
働
か
せ
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
。
も
し
、
そ
れ
を
許
し
た
な
ら
ば
、
労
働
保
護
法
の
適
川
の
な
い
こ
と
を
川
災
に
、
一
般
社
員
よ
り
低
い
労働条件で使川する脱法行為を認めることになるからである。
もっとも、企業が就労中の会員につきその能力を見込んで、本人および所属事業団の同意の下に新たに企業に雇用
、
、
、
する》」とは少しも差支えない。問題は、高齢者事業団の会員としての特殊の就労と雇用労働者のそれとの間にけじめ
を
つ
け
る
こ
と
で
あ
り
、
そ
の
け
じ
め
の
っ
け
難
い
よ
う
な
作
業
環
境
に
お
け
る
派
遣
型
の
就
労
は
、
満
齢
者
事
業
団
制
度
と
し
て
望
ま
し
く
な
い
と
い
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
け
じ
め
を
碓
保
す
る
に
は
、
脱
法
行
為
が
生
じ
な
い
見
地
か
ら
の
労
働
基
準
監
督
鶏
に
よ
る
監
高齢者謝業団の就労関係は、凧川ではないが、その労働が、直接には仕事の発注者のためになされ、発注者はそれ
によって利益を得てその対価を支払う関係である。この対価は、受注契約の際、契約金額の中で、「材料擬」、「事務
澱」、「交通機」等とともに「配分会」として予め一折して定められる。したがって会貝に配分される配分金の総額は、
受注条件によってその都度異なり、佃々の会貝の受取り額も、仕事が同郁ならば何時でも同額というわけではなく、
ま
た
個
人
の
技
能
、
能
力
に
比
例
す
る
も
の
で
も
な
い
。
発
注
さ
れ
た
仕
事
に
そ
の
Ⅱ
に
従
事
す
る
会
員
は
、
就
労
時
柵
が
同
一
で
あ
れ
ば
、
経
験
、
技
能
、
能
率
い
か
ん
に
か
か
わ
ら
ず
平
等
に
配
分
さ
れ
る
原
則
で
あ
る
。
東
京
都
商
齢
者
事
業
団
で
は
、
会
只
の
配
分
金
の
額
お
よ
び
算
定
飛
地
を
で
き
る
だ
け
合
理
的
に
す
る
た
め
、
早
く
か
ら
「
配
分
規
約」を定め（シルバー人材センター後も同じ）、「社会的机当配分の原則」として「会貝の就労に対する配分飛地は、社会
的に相当なものとする」こととし、「その雑淋を定めるにあたり、蛾低賃金法、家内労働法で定める雑馳を坤血す
る」こと（同四条）、および「職菰毎に能率、時間などを老感する」こと（同五条）を定めていた。
高
齢
者
事
業
団
に
お
け
る
会
員
の
就
業
の
、
的
が
、
会
員
個
人
の
労
働
に
よ
る
生
き
が
い
の
充
足
に
あ
り
、
労
働
の
報
酬
を
求
め
る
こ
と
は
二
次
的
に
過
ぎ
な
い
と
は
い
え
、
そ
の
労
働
に
よ
り
利
益
を
得
る
も
の
は
一
般
の
第
三
者
で
あ
っ
て
慈
蕃
事
業
へ
の
協
力
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
か
ら
、
配
分
金
の
水
準
も
、
就
労
会
員
の
商
齢
に
よ
る
能
力
や
能
率
を
考
慮
し
た
う
え
で
、
な
お
、
一
般
の
労
働
に
お
い
て
「
生
き
が
い
就
労
」
事
業
と
し
て
の
満
齢
肴
事
業
団
制
度
に
つ
い
て
一五一
督が行われることが必要であるばかりでなく、事業団制度の内部においてその監視機構が縦伽される必要がある。
「雁川」労働となるかどうか判定の難しいケースについては、所符の地方自治体、あるいはシルバー人材センターの
全国組織の中に担当機関を設けて、埜準監督甥との連携の下に処理する途を識ずべきである。
②
就
業
と
「
対
価
」
の
問
題
「生きがい就労」本業としての商齢考事業団制度について
一五二
労
働
肴
が
受
け
て
い
る
貸
金
と
の
側
に
一
定
の
バ
ラ
ン
ス
が
保
た
れ
、
就
業
会
員
の
保
護
が
は
か
ら
れ
ね
ば
な
ら
な
ら
な
い
。
会
員
の
就
業がいかなる意味においても、発注者との間に使用者ｌ被用者の関係を生ぜず、したがって、配分金が法的意味での
「
労
働
条
件
」
に
当
ら
ず
、
ま
た
個
々
の
会
員
が
そ
の
内
容
に
つ
い
て
発
注
者
と
の
間
に
直
接
「
交
渉
」
の
余
地
を
も
た
な
い
以
上
、
配
分
金
は
労
埜
法
上
の
「
貸
金
」
に
当
ら
な
い
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
そ
れ
は
民
法
上
の
「
報
酬
」
（
六
三
二
条
）
に
含
ま
れ
る
と
み
て
差
支
え
な
い
が
、
会
員
は
発
注
者
と
の
間
に
直
接
、
請
負
契
約
を
結
ぶ
わ
け
で
は
な
い
か
ら
、
一
般
の
請
負
者
に
比
し
て
も
、
配
分
金
の
内
存についてのコミソトの機会が少い。この意味で、事業川が会員に代って締結する（訓負）契約は、就業会員にとって
一秘の「附介」契約の色彩が蚊いとさえいえる。
「配分金」の性桁をこのように検討してくると、その法的性格の把握はなかなか難しく、従来の法的概念では十分
に
説
明
し
き
れ
な
い
も
の
を
含
ん
で
い
る
。
会
貝
が
受
慨
し
た
配
分
金
が
、
「
伐
金
」
で
な
い
以
上
、
源
泉
徴
収
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
が
、
会
風
の
嫁
得
収
入
で
あ
る
こ
と
は
否
（８）
定できない。しかし、これを所得税法上の課税対象とするかど一ソかは皿論的または政策的に問題である。税法上の解
釈
と
し
て
は
「
給
午
所
得
」
か
「
雑
所
得
」
の
い
ず
れ
か
と
い
う
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
が
、
な
に
ぶ
ん
、
揃
齢
者
事
業
川
と
い
う
Ｈ
助
細微による生きがい就労というわが国では恐らく初めての賦型の所得であるため、配分金そのものについてと同様、
それに対する課税の有無および根拠に関して、特別立法による統一的取扱基準の確立が望まれるところである。
③
高
齢
者
事
業
団
と
会
員
の
就
労
関
係
耐
齢
考
事
業
川
は
、
会
員
の
生
き
が
い
充
実
の
た
め
の
就
業
機
会
の
提
供
を
主
日
的
と
す
る
ほ
か
、
湘
力
あ
る
地
域
社
会
づ
く
り
に
寄
与
す
る
た
め
、
高
年
齢
者
の
就
業
に
関
す
る
調
査
、
情
報
の
収
集
、
提
供
、
相
談
、
講
縛
等
の
事
業
を
行
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
活
動
を
、
も
っ
ぱ
ら
、
小
業
川
の
会
員
自
体
の
柵
励
に
還
元
し
て
考
え
る
こ
と
も
で
き
な
い
わ
け
で
は
な
い
が
、
現
実
に
は
那
業
川
が
主
体
と
な
っ
て
、
会
員
が
そ
の
運
営
に
参
加
す
る
実
態
と
な
っ
て
い
る
以
上
、
会
員
へ
の
就
業
の
斡
旋
、
提
供
、
配
分
金
の
分
配
、
就
労
か
ら
生
ず
る
責
任
の
担
保
等
実
質
的
な
運
用
機
関
で
あ
る
事
業
団
を
軸
に
こ
れ
と
就
業
す
る
会
員
お
よ
び
仕
事
の
発
注
先
の
三
者
の
相
互
関
係
と
して把える一」とが必要である。
事
業
団
ば
、
さ
き
に
述
べ
た
よ
う
に
、
会
員
の
就
業
機
会
を
確
保
す
る
た
め
積
極
的
に
仕
事
の
発
注
先
を
開
拓
し
、
会
員
を
代
表
す
る
形
で
就
業
条
件
や
分
担
金
に
つ
い
て
発
注
先
と
協
議
し
、
ま
と
ま
れ
ば
会
貝
の
巾
か
ら
当
該
仕
事
の
就
業
を
希
製
す
る
春
を
募
り
、
こ
れ
に就業を提供する。これは、職業紹介に麺似した機能であるが、事業団は就業希望労勘考のための笠録機関でもなけ
れ
ば
、
職
業
緋
旋
機
関
で
も
な
い
。
労
働
組
合
が
法
に
飛
づ
い
て
行
う
組
合
貝
の
た
め
の
臓
業
紹
介
、
あ
る
い
は
社
会
福
祉
協
議
会
の
行
う「商齢者無料聴業紹介所」に釧似したところもあるが、事業川が「爪川」と前提としない耐齢粁の特殊な就業を対
、
、
象
と
す
る
占
い
で
異
な
る
。
し
か
し
、
職
業
安
定
法
に
い
う
職
業
紹
介
を
舷
も
広
義
に
把
え
、
有
依
で
あ
る
就
業
の
仲
介
は
す
ぺ
て
含
ま
れ
ると解する立場に立つ場合には、商齢汁卒業剛の行なう就業の從供についての（除外）立法折慨と榊ずることが必要
と
い
う
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。
川
就
業
の
社
会
的
意
義
と
規
制
高齢者事業団の就業は、無償の社会奉仕ではなく、会員が、予め就業条件を定めて、この条件の下に一定の「追加
的収入」を、的とする労働に服するものであるが、ぼんらい収入のみを目的とするものではなく、会員が自己の能力
を社会のために役立て、それによって生きがいを見出そうとする「社会的・福祉的就労」であるから、そこで提供さ
る
ぺ
き
就
業
の
内
容
に
も
、
制
度
の
趣
旨
に
沿
っ
て
自
ら
制
約
が
あ
る
ぺ
き
で
あ
る
。
労
働
省
通
達
も
、
そ
の
趣
旨
に
沿
わ
な
い
仕
事
と
「
生
き
が
い
就
労
」
那
楽
と
し
て
の
揃
齢
背
淋
業
川
制
度
に
つ
い
て
一五三
側は、主として③と関連するが、会員の高齢による被災率の可能性は高くならざるを得ないから、保険制度の充実
に
よ
り
カ
バ
ー
す
る
ほ
か
な
い
で
あ
ろ
う
。
側の「この事業の目的にふさわしくない仕事」については、前述のように、就業時間や場所に一定の制限があり、
企業の拘束（指揮・監督）を受ける就労が問題となるほか、高度、かつ継続的に精神的緊張を伴なうもの、年齢、体
力に比し箸るしく暑熱または寒冷もしくは汚染度の高い作業環境におけるもの、「サンドウィッチマと、風俗営業店
（９）
などの客引き、チーフシ配布といった、人間としての尊厳性を損なうおそれのあるような仕事も含まれる。
な
お
、
高
齢
者
事
業
団
の
行
う
就
業
の
う
ち
、
文
書
等
の
配
送
に
つ
い
て
は
郵
便
法
が
、
守
衛
な
ど
の
警
備
業
務
に
つ
い
て
は
、
そ
の
を挙げている。
で
あ
ろ
う
。
し
て川は、雇用労働者階層との労働市場の競合を避ける趣旨であるが、厳密にいえば、ある程度の競合は避けられない
Ⅲ
当
該
地
域
に
お
い
て
一
般
的
に
常
用
雇
用
、
日
雇
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
家
内
労
働
等
に
よ
り
労
働
者
等
が
雇
用
さ
れ
、
ま
た
は
就
業している仕事で、本事業で取り扱うことにより、これら労働者等の雇用または就業の場を侵蝕したり、労働条
件
等
の
引
下
を
引
き
起
こ
す
お
そ
れ
の
あ
る
も
の
②当該仕事について事故が発生した場合のセンターの損害賠償額が多額となることが見込まれる仕事
③
危
険
ま
た
は
有
害
な
作
業
を
内
容
と
す
る
仕
事
側
そ
の
他
こ
の
事
業
の
目
的
に
ふ
さ
わ
し
く
な
い
仕
事
「生きがい就労」事業としての高齢者事業団制度について
一五四
凧
川
的
側
面
と
は
別
に
、
紳
伽
業
法
が
、
建
築
・
土
木
関
係
に
つ
い
て
は
建
設
業
法
な
ど
経
済
業
法
に
よ
る
就
業
資
格
の
規
制
が
問
題
と
（川）
なる場合がある。また、耶業団自体が事業を経徴して〈承貝に就業の場を提供する、例えば学習塾のような形態のもの
については、その「営利性」とともに、そこに「所属」する形で就業する会員のそれが「凧川になじまない」といい
（、）
》フるかどうか検討を要する問題がある。労働省通達に付された「シルバー人材センター設立準則」には、センターの
事
業
と
し
て
の
会
員
に
対
す
る
就
業
機
会
の
提
供
に
は
「
就
業
ま
た
は
収
入
の
保
障
の
事
業
」
を
含
ま
な
い
も
の
と
し
て
い
る
。
回
会
風
の
就
業
保
趣
の
問
題
薇
齢
者
事
業
団
の
就
業
関
係
は
、
仕
事
の
発
注
者
ま
た
は
提
供
者
と
就
業
者
と
の
川
に
「
凧
川
関
係
」
を
形
成
し
な
い
も
の
と
の
前
提
に
立
つ
か
ら
、
原
則
的
に
雁
川
関
係
の
存
在
を
前
提
と
し
、
い
わ
ゆ
る
従
属
的
労
働
関
係
の
下
に
あ
る
労
働
肴
の
保
護
を
直
接
Ⅱ
的
と
し
た
法
律
は
、
す
べ
て
適
用
の
余
地
が
な
い
と
さ
れ
る
。
そ
の
法
令
は
次
の
三
つ
の
領
域
に
わ
た
る
。
第一に、労働保護法関係では、「労基法」、「労働安全衛生法」、「労災保険法」、「最賃法」、「家内労働法」と各付属
法
令
で
あ
る
。
た
だ
し
、
東
京
都
高
齢
者
事
業
団
に
お
い
て
は
、
前
記
の
よ
う
に
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
に
移
行
す
る
ま
で
、
労
災
保
険
法
の
適
川
を
認
め
ら
れ
て
い
た
。
こ
れ
は
、
同
保
険
の
加
入
溢
格
に
つ
き
澗
齢
者
事
業
団
の
就
業
会
員
に
も
「
凧
川
労
働
洲
に
準
ず
（肥）
る春」としての取扱が行政上特例として認められたからである。都以外の事業川ではこの特例を認められたところは
第二に、凧、
業対策法」、刀
瓜法令である。
る春」としての取扱亜
な
か
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
凧川関係法の領域における「職安法」、「凧川保険法」、「屈川対簸法」、「Ⅱ凧労働新健康保険法」、「緊急矢
「身体障害者雁川促進法」、「中薇年齢春等の凧川の促進に側する特別措偲法」、「職業訓練法」および名付
「
生
き
が
い
就
労
」
珈
業
と
し
て
の
高
齢
考
那
業
川
制
庇
に
つ
い
て
一五五
「生きがい就労」事業としての高齢者事業団制度について
一五六
第
三
に
、
労
使
関
係
法
の
領
域
に
お
け
る
「
労
働
組
合
法
」
、
「
労
調
法
」
と
各
付
風
法
令
で
あ
る
。
高
齢
者
事
業
団
の
会
員
も
、
広
義
の労働瀞として労働韮本椛を保障され、労働組合に加入する白山を評定されるものではないが、商齢者事業剛の会員
としての就業関係に側するかぎり、具体的な労使関係を形成する「雁川主」が存在しないことになるので、したがっ
て
こ
れ
ら
の
法
令
も
適
川
の
余
地
は
ほ
と
ん
ど
な
い
と
い
っ
て
よ
い
。
、
、
、
高齢者事業団の就業に対して右に述べた労働保護法規の適川がない》」とは、「雇用になじまない」との原理上、やむ
を得ないところであるが、他人（発注者）の利益のために労働し、ひいてはそれが社会のために一定の寄与をし、社
会もそれを公に認めて支持を与えている高齢者事業団の労働に対して何らの就業上の法的保識も与えられないという
、
、
、
のは、ど一」か矛用している。一仙齢者事業川の就業者が、一般に、心身の能力や労働災害に対する対応力において劣り、
より商い肥血を必要とするだけに保投の必嬰性はより大きいとさえいえる。
そ
こ
で
、
商
齢
者
事
業
団
の
就
業
者
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
が
屈
川
関
係
を
形
成
す
る
も
の
で
な
い
こ
と
を
前
提
と
し
つ
つ
、
こ
れ
を
雁
川労働者に雛ずるものとみなして、一定の労勧保液法規を適川または躯川するという立法描悩をとることも一案であ
る
。
そ
の
メ
リ
ッ
ト
は
少
く
な
い
が
、
し
か
し
、
雇
用
ま
た
は
雇
用
に
準
ず
る
就
労
と
い
う
こ
と
に
な
る
と
、
反
面
で
、
会
員
の
発
注
者
ま
た
は
公
的
機
関
に
対
す
る
地
位
の
保
障
な
い
し
安
定
と
い
っ
た
問
題
を
生
ず
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
は
商
齢
者
の
身
心
の
能
力
に
応
じ
た
、
主
的
生
き
が
い
就
業
と
い
う
制
度
ぼ
ん
ら
い
の
皿
念
と
両
立
し
な
い
で
あ
ろ
う
。
「
就
業
」
の
保
泄
は
、
凧
川
保
識
と
別
の
次
元
の
問
題
と
し
て
券
え
ら
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
（
１
）
昭
和
五
四
年
度
に
お
け
る
來
爪
都
地
区
術
齢
粁
小
瀧
川
で
実
施
さ
れ
た
仕
那
の
概
別
を
就
業
会
風
の
人
数
比
で
み
る
と
、
公
共
珈
莱
で
は
、
「管理監視」四一・三％、「サービス」一一五・四％、「単純作業」二○・三％であり、民間事業では「単純作業」四一・○％、
（２）東京都耐齢沸本業振興川川が昭和五六年一○〃現在で都内耶業川会此（対象打二七、○五一人）につき行ったアンケート
調在「而齢折就業災態調査報併番」によると、会瓜の桁馴職抓は、．股本務（浄押・宛糸稗き・飛緋など）」、「賊内作業
（淌捌・包装・塞内装飾など）」、「厭外作業（柵冊・雑役・グランド雅伽など）」の順であり、女性の場合は「駄内作業」、
「対人サービス（刷守番・病人介液・子守り・老人の誠し机手・犬の仙話など）の順となっている。邪梁川に対する婆瓢と
しては、仕事の供給瑚大、職種、職域の拡大、すなわち、もっと能力を生かせる仕事の供給、配分金についての労働力、技
術に対する正当な評価、会且同士の人柵関係の調整といった問題が提起されている。
（３）昭和五七年九几一五Ⅱ付の読売新聞は、事業団からこん包会社に派遣され、トラックの荷台に乗って積み荷を数えている
う
ち
に
転
落
、
ダ
ン
ポ
ー
ル
箱
の
下
敷
き
と
な
っ
て
死
亡
し
た
会
員
の
ケ
ー
ス
に
つ
き
、
「
雁
用
契
約
」
関
係
が
な
い
ば
か
り
に
死
亡
補
償
（
二
○○万円）が安すぎるとして「お粗末な高齢者臓川体制」を批判している。この事実は、高齢者の集団が、世間からなお、
「雇用政策」の一つとして受けとられていることを示している。とはいえ、同じ仕事をパートの高齢者が担当して事故に遭
った場合との対比で考えると、「制度の違い」では済まされないものがある。
（４）「東京都高齢者事業団」時代における制度運用の実態に川した法律上の問題点は、都の委託に韮づく第一ｌ第三次法制問
題研究報告書（部内資料昭顕・別・師年）に詳しい。
（
５
）
東
京
都
商
齢
粁
珈
業
振
興
財
団
「
商
齢
粁
事
業
団
の
セ
ン
タ
ー
櫛
想
」
（
Ⅲ
五
七
年
）
一
八
頁
。
前
棚
労
働
省
昭
五
五
年
通
遠
は
「
脈
川
関
係
でない」、あるいは「Ｍ川側係を有しない」との表現を川いている。
（６）「労働力需給システム研究会」は昭和菰菰平川川報併桝の巾で労働粁派砒那業を労働力需給システムの一つとして位股づ
け、必要な保諏桁侃を鱗じたうえ、これを制度として硴立することを提言している。これが実現されると、非加川労働者と
し
て
刑
齢
祈
耶
業
団
の
就
業
関
係
と
共
通
し
た
面
を
も
つ
だ
け
に
、
法
的
対
応
箙
を
検
討
す
る
必
要
が
生
ず
る
で
あ
ろ
う
。
（
７
）
前
掛
飾
二
次
法
制
問
題
研
究
報
併
撚
六
五
瓦
以
下
参
照
。
「
生
き
が
い
就
労
」
珈
業
と
し
て
の
商
船
将
事
業
団
制
度
に
つ
い
て
一五七
「技能」
二九六頁。 一六・六％、「サービス」二二・八％、「耶務粧理」一三・四％、「楴班朧視」八・川先となっている。小山伽拙辨
すでに職業生活の第一線を退いた高齢者についてどのような政策をもって臨むべきかは、対象とすべき間齢者の置
か
れ
た
生
活
実
態
の
把
え
か
た
、
あ
る
い
は
、
老
後
生
活
の
過
し
か
た
に
つ
い
て
の
考
え
か
た
な
ど
の
違
い
に
応
じ
て
各
様
で
あ
っ
て
、
人
間
と
し
て
の
最
低
生
活
水
準
の
保
障
と
い
う
こ
と
以
外
に
画
一
的
雑
準
と
い
う
も
の
は
見
川
し
が
た
い
。
あ
る
人
は
、
専
ら
生
活
の
た
め
に
凧
川
の
継
続
あ
る
い
は
二
次
的
屈
川
を
求
め
る
こ
と
を
先
決
と
す
る
で
あ
ろ
う
し
、
あ
る
人
は
、
も
は
や
い
か
な
る
意
味
で
も
「
勘
ら
く
」
こ
と
と
縁
を
切
っ
た
薇
齢
宥
に
つ
い
て
は
回
の
労
働
政
雄
と
は
一
応
、
無
縁
の
対
象
だ
と
考
え
、
そ
し
て
、
心
身
の
状
態
か
ら
労
働
す
る
こ
と
を
望
み
え
な
い
が
、
公
的
な
養
謹
が
必
要
な
者
に
は
社
会
福
祉
折
悩
を
も
っ
て
臨
む
べ
き
だ
と
す
る
で
あ
ろ
う
。
こ
う
し
て
、
国の高齢者政策は、対象となるべき人のニーズに応じて多様、かつ、適切なものでなければならない。高齢化社会が
「
生
き
が
い
就
労
」
事
業
と
し
て
の
高
齢
者
事
業
団
制
度
に
つ
い
て
一五八
（
８
）
同
第
二
次
報
告
轡
八
八
頁
以
下
参
照
。
（
９
）
同
第
二
次
報
告
聾
七
○
頁
以
下
参
照
。
（
、
）
何
第
二
次
報
告
識
一
一
九
頁
以
下
参
照
。
（ｕ）都商齢考那業団では机当数の事例がある。家庭教師のような仕辨は、事業団のそれとして蛾も厨わしいものといえるが、
塾
の
経
徹
と
な
る
と
、
そ
の
徴
利
性
と
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
の
社
団
法
人
と
し
て
の
公
益
性
と
の
雅
合
、
就
業
会
員
の
継
続
勤
務
と
「
脈
川」の関係が問題となる。
（辺）都高齢者事業団の就業関係に労災保険の加入資格が認められたのは、その発足当初は高齢者事業団の性格が、むしろ高齢
者のための刷次的雇用政策として行政当局に受けとめられたためではないかと思われる。そして、同事業団の就業者が労災
保
険
の
適
用
を
受
け
る
雇
用
労
働
者
に
準
じ
た
労
働
者
と
認
め
ら
れ
て
い
る
と
い
う
事
実
は
、
逆
の
意
味
に
お
い
て
、
高
齢
者
事
業
団
の
就
業
の
法
的
性
格
の
把
握
を
か
な
り
困
難
に
し
た
こ
と
は
否
め
な
い
。
四
、
展
望
と
課
題
進展して、その対象階肘が広くなるほど、政策の力も多様化せざるを得ないのである。
商
齢
者
事
業
団
と
い
う
構
想
が
生
れ
、
実
現
し
、
そ
し
て
短
Ｈ
時
の
間
に
箸
る
し
い
発
展
を
見
せ
、
多
く
の
人
の
共
鳴
と
関
心
を
把
え
た
の
は
、
高
度
経
済
成
長
を
経
た
わ
が
国
の
社
会
に
、
右
に
あ
げ
た
ど
の
階
層
の
人
の
そ
れ
と
も
違
う
新
た
な
政
策
的
ニ
ー
ズ
が
生
じ
た
ことを実証しているように思われる。
このような階層の高齢者が生じてきたことは、わが国が（生産的）寿命の延長による高齢化社会に入ったことの証左
でもあるが、経済的側面からみれば、商齢宥にそれだけ余裕と生じたともいえるし、逆に、商齢打が無伯で「生きが
ととしての社会奉仕労働を提供するほどの余裕をもたず、報酬を月的としないまでも、何がしかの追加的収入を求
め
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
と
も
い
え
る
。
そ
れ
は
と
も
か
く
、
商
齢
者
小
業
Ⅲ
と
い
う
制
度
は
、
少
く
と
も
現
在
の
段
階
で
は
、
商
肺
打
の
脚
主
的
組
織
を
通
じ
て
の
自
体
的
共
同
労
働
と
い
う
シ
ス
テ
ム
を
地
力
公
共
剛
体
が
一
つ
の
商
齢
村
政
策
と
し
て
欄
極
的
に
助
成
す
る
も
の
で
あ
る
。
理
念
と
し
て
は
、
商
齢
澗の自主的巡励たるところにゥ麺イトがあるのであり、将来においては公的援助から自立すぺきものである。しかし、
組織としての基盤のきわめて弱いこの運動が、当面、公的援助なしに普及、存続することは難しいであろうから、こ
、
、
の
制
度
に
代
る
よ
り
望
ま
し
い
政
簸
が
兄
川
さ
れ
る
ま
で
は
、
国
ま
た
は
他
方
目
沿
体
の
一
価
齢
苛
政
錐
と
し
て
酬
極
的
に
進
め
ら
る
べ
き
、
、
公的な高齢者政策としてみた場合、高齢者事業団制度は、かないリ高度の政策である。それは、「生きがいのための
就
労
」
と
い
う
概
念
が
、
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
高
齢
者
の
個
人
的
心
情
に
よ
る
と
こ
ろ
の
大
き
い
特
別
の
労
働
を
前
提
と
し
て
い
る
う
え
に
、
こ
の
よ
う
な
ニ
ー
ズ
に
房
わ
し
い
就
業
の
場
や
就
業
の
体
制
の
確
保
に
万
全
の
「
社
会
的
」
な
配
慮
を
要
す
る
か
ら
で
あ
る
。
「
生
き
が
い
就
労
」
事
業
と
し
て
の
耐
齢
折
事
業
団
制
度
に
つ
い
て
一五九
である。
「生きがい就労」事業としての高齢者事業団制度について
一六○
結局、高齢者事業団を通じての高齢者政策は、従来の政策区分からみれば、福祉行政と労働行政の両領域にまたがり、
（１）
し
か
も
、
い
ず
れ
の
側
面
に
お
い
て
も
従
来
の
政
策
目
的
と
は
異
っ
た
趣
旨
に
立
つ
も
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
看
渡
を
中
心
と
し
た
「従来」の老人対策的補祉行政の対象者ではなく、積極的に労働の場に身を置こうとするが、もはや「雇川労働」へ
の復帰はいかなる意味でも求めない高齢者階層を対象とする特殊の「労働」行政なのである。
こ
の
よ
う
に
、
政
策
が
新
た
な
時
代
に
対
応
す
る
高
度
の
内
容
を
も
つ
も
の
で
あ
る
だ
け
に
、
国
ま
た
は
地
方
自
治
体
と
し
て
の
対
応
は
、
こ
れ
を
欄
極
的
に
進
め
よ
う
と
す
る
限
り
、
か
な
り
川
難
な
課
題
を
含
ん
で
い
る
こ
と
を
否
定
で
き
な
い
。
当面、この政策を積極的に進めていくためには（制度ほんらいの趣旨にやや矛盾するが）、商齢者事業団を公的な制度
（２）
と
し
て
位
置
づ
け
、
と
り
わ
け
、
第
三
節
で
指
摘
し
た
よ
う
な
法
的
問
題
が
生
じ
な
い
よ
》
ソ
に
、
必
要
な
限
り
で
の
立
法
措
置
を
講
ず
る
必
要
が
あ
る
。
高
齢
者
事
業
団
と
い
う
制
度
の
下
で
行
わ
れ
る
労
働
が
、
特
殊
の
目
的
を
も
ち
、
単
な
る
雁
用
労
働
で
な
い
こ
と
、
し
か
も
、
諜
意
の
社
会
的
福
祉
の
た
め
の
自
主
、
自
律
的
労
働
で
あ
る
こ
と
が
、
国
お
よ
び
地
力
日
沿
休
に
お
け
る
法
作
行
政
の
而
で
も
鮮
川
に
さ
れ
、
人
々
が
こ
の
よ
う
な
労
働
に
誇
り
を
も
っ
て
従
事
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
の
は
今
や
回
と
し
て
の
責
務
で
あ
る
。
こ
のような制度により、退職後においても新たな社会的生き方ないし社会的接触の機会が用意されているということは、
職業生活の第一線から引退を希望しつつも、生きがいの喪失を厄供している高齢者の引退過程を何程かスムーズにす
るであろう。商齢者琳業団政策を「労働」政策としてとりあげようとしている国または地力自治体に、商齢者の残さ
、
、
、
、
、
、
れた労働能力を社会のために活Ⅲさせようとする意図の外に、何がしかは、これによって一価齢化社会化の進腿に伴な
、
、
い
逼
迫
化
が
予
想
さ
れ
る
雇
用
労
働
量
の
調
整
に
役
立
た
せ
よ
う
と
い
う
気
持
が
含
ま
れ
て
い
る
の
は
否
定
で
き
な
い
で
あ
ろ
う
。
も
ち
ろん、高齢者事業団政策が、ほんらいの趣旨である特定の階層の高齢者の生きがいの充足という福祉的目的から離れ
て、採算ベースに乗らない労働の代替に使われたり、あるいは、「厄川」そのものを求める高齢者に対する「屈川政
策」に「転川」されたりすることは許されることではない。しかし、さきに述べた意味において、この制度が屈川生
、
、
、
、
活からのなだらかな引退に役立つということは、別だん、非難さるぺきシ）とではない。
商齢者事業団というユニークな政簸が、困難な高齢化社会に対処する政簸の一つとしてどのくらい成功するかは、
今のところ予測の限りではないが、商齢者について一般的に一定の経済的余裕が保持されることを与件とすれば、今
後
、
「
生
き
が
い
の
た
め
の
労
働
」
と
い
う
理
念
が
ど
れ
く
ら
い
国
民
一
般
に
理
解
さ
れ
、
浸
透
す
る
か
、
ま
た
、
そ
れ
を
可
能
に
す
る
制度上の裏づけがどれくらい地力行政によって熱意をもってとり組まれるかにかかっていると将えられる。
（１）老人桶祉法（三条こぶ）は、「老人は、その希望と能力とに応じ、適当な仕那に従本する機会その他社会的活動に参与す
る
機
会
を
与
え
ら
れ
る
も
の
と
す
る
」
と
定
め
る
。
簡
齢
新
獅
業
川
の
就
業
が
、
離
水
的
に
こ
の
立
法
趣
旨
に
沿
う
も
の
で
あ
る
こ
と
は
明
ら
か
であるが、事業川は、同法の下でこれまでとられた老人編社本業のいずれとも趣旨を異にするものであり、むしろ広義の労
働立法の対象と考えらるぺきである。
（２）立法の枡子として、少くとも、「立法の、的」、耐齢朽の「定義」、商齢考事業川の「組織、構成、法人格、会員との関係」、
就
業
の
法
的
関
係
お
よ
び
保
識
、
「
加
川
」
と
の
区
別
、
他
の
労
肋
立
法
と
の
関
係
、
地
力
自
淌
体
の
助
成
措
悩
等
が
明
確
に
さ
れ
る
必
要
が
あ
追肥本稿は、法政大学ポァソナード現代法研究所における社会法部門がテーマとして研究中の「樹齢化社会における社会法の
機能」の研究成果の一部である。
る
０
「
生
き
が
い
就
労
」
事
業
と
し
て
の
商
齢
者
事
業
団
制
度
に
つ
い
て
一一ハー
